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研究要旨 

平成 16（2004）年 7 月より市民による自動体外式除細動器（AED）の使用が認可された

のに伴い、市中で利用可能な AED（PAD）の設置が広がりをみせた。また時期を同じくし

て国際的な蘇生ガイドラインに基づいた心肺蘇生と AED を主とする一次救命処置（BLS）
の普及が始まり、市民による BLS 実施とくに AED の使用は救急隊到着後の処置開始と比べ

て社会復帰率の改善が報告されている。しかし心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の

時点が目撃された院外心停止のうち、市民による心肺蘇生は 50％程度、AED の使用は 5％
前後にとどまるなど AED の有効活用についてはいまだ課題がある。先行研究では AED の設

置環境について高層・地下に及ぶ建物内における階層の違い、建物の開館時間の制約等のた

めに突然の心停止発生後に救助者が容易に AED に到達できない可能性が指摘され、また

AED 内部波形情報を入手しての解析においては、AED の心電図波形解析時に胸骨圧迫や傷

病者への接触がみられ、必要な電気ショックが実施されなかった事例の存在が報告されて、

AED 適切利用に向けた教育内容の改善の必要性が示された。加えて、わが国における調査報

告では性差、年齢等により AED 使用率が低下する障壁が存在することも報告されている。 
本研究では AED の設置環境をふまえて、高層・地下に及ぶ建物、建物の開館時間等を考

慮したうえで救助者がより迅速に AED に到達できるような ICT を活用した仕組みの検討と

構築、また内部記録情報の解析により市民の AED 使用の実情を把握するとともに、市民に

よる BLS 実施を促す心肺蘇生講習の改善についても検討を進める。あわせて事前登録救助者

に対する心停止発生通知システムの効果検証、AED 設置台数の継続的な把握、メディカルコ

ントロール体制における AED 使用事例の検証に関する課題の検討、小児・乳児における心

停止事例の解析や BLS 教育手法の改善を通じて、AED の有効活用と BLS のさらなる普及、

蘇生後の治療への連携に向けた提言をまとめることを目的とした。 
AED の普及状況に係わる調査としては、先行の厚生労働科学研究に引き続いて全国での

AED の販売台数についての調査を継続している。わが国において令和 5 年 12 月現在で、こ

れまでの販売台数はおよそ 163 万台となり、うち市中に設置された PAD が 84％（約 137 万

台）を占めた。1 年ごとの新規販売台数では PAD について 10 万台余であった。なお、本調

査は年間や累計の AED の販売（出荷）台数の調査であり、設置台数とは異なる。設置台数

の把握はわが国ではなされておらず、販売台数と機器の耐用期間からの推定により約 69.0
万台と計算されるが、あくまで推計値であり実際の設置情報が反映されているものではない。

AED は薬事法に規定する高度管理医療機器及び特定保守管理医療機器に指定されているな



 

 

か、廃棄や設置状況の把握に関してはこれまでも課題が指摘されており、AED の位置情報を

収集掲載する AED マップの取り組みでも登録台数の推移において全体の過半数が耐用年数

を超えた AED の登録になっているなど AED の有効活用に向けた問題もあるが、通信機能を

搭載したAEDの普及などによりオンラインでの稼働状況の常時管理や廃棄状況の把握など、

一層の進展が期待される。 
製造販売を行う一部の業者より提供を受けた AED の内部情報の解析から、市民救助者の

AED 使用状況についての把握を試みた研究では、心電図解析開始から終了までの時間の延長

が救助者の介入に起因する心電図波形のアーチファクトによって対象事例の 18.4％で認め

られ、また電気ショックが可能になる（充電完了）と同時に電気ショックが行われたのは1.7％
で、他は遅延がみられ、電気ショック実施までの待機時間の中央値は 7 秒であった。 

こうした遅延の状況を含め、市民救助者の行動の実態をより的確に把握するためには、内

部情報として心電図波形のみならず音声情報なども解析や検証に活用できると有用であると

考えられる。内部情報の収集と解析・検証を体系的に行える仕組みの構築を進展させ継続的

に実施することにより、AED の普及啓発ならびに AED 機器の改良の方向性の示唆につなが

るものと考えられる。 
先行研究より継続している事前登録救助者に対する心停止発生通知システムの検討では、

モデル地域を新たに追加して運用を継続しており、救命事例はないものの AED を持参、現

場に到着した事例は得られている。ボランティア登録者の増加とともに、参加状況をよりア

クティブなものにするための施策が求められる。 
市民による BLS 実施の阻害因子、教育手法との関連についての検討に関する研究において

は、救命処置のオンライン学習ウェブアプリにおけるビデオ教材において、ナッジ的なコン

テンツとして先行研究で明らかとなった市民の救命行動を妨げている心理的障壁に関する研

究成果をふまえたコンテンツを追加し、その前後で教育効果を比較する研究の準備を進めて

いる。 
小児・乳児における心停止に関する研究では、小中学生、高校生の心停止例登録を継続し

ており、登録症例 24 例のうち学校での発生 12 例は全例にバイスタンダーCPR、AED があ

り神経学的予後良好であったことに加え、非管理下での発生 12 例についても AED の使用率

は高くなっていた。フォローアップされていなかった症例が全体の 3 分の 2 あり、高リスク

群を完全に把握することは困難であるが、発生状況、場所、現場での対応を含めた詳細な解

析によって救命率の一層の向上が期待できる。 
AED を含む医療機器全般に関する技術、管理体制に関する情報収集としては、AED 本体

や電極パッドの原理や構成、および保守点検に関する行政・関係機関から通達や具体的な手

法について現況のとりまとめを行った。とくに保守点検について、高度医療機器、精密機器

として日常的な点検や消耗品管理についてさらなる啓発の継続が重要と考えられた。 
以上の研究結果を通じ、医療計画における救急医療体制のアウトカム指標である心原性院

外心停止の転帰をより一層改善させることができるものと考える。 

 

 



 

 

市民による自動体外式除細動器（automated 
external defibrillator; AED）の使用が平成 16
（2004）年 7 月に認可された 1) 後、公共施設等

への AED 設置（public access defibrillation; 
PAD）が急速に普及し、令和 4（2022）年 12 月

までの全国でのAEDの販売台数の累計はおよそ

151 万台となり、内、PAD がおよそ 128 万台と

約 84％を占めた 2)。また、時期を同じくして国

際的な蘇生ガイドラインに基づいた心肺蘇生と

AED を主とする一次救命処置（BLS）の普及が

始まり、様々な講習などにより広がりをみせてい

る。先行研究 3) によれば、市民による除細動は救

急隊による除細動に比べて社会復帰率の改善が

期待されている。 
一方、令和 5 年版救急・救助の現況 4) によれ

ば、心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の

時点が目撃された 28,834 例（CA 群）中、一般

市民による心肺蘇生が行われたのは 17,068
（59.2％）であるが、AED の使用は 1,229 人

（4.3％）にとどまり、複数年続いた減少傾向か

らの回復には至っていないなどAEDの有効活用

についてはいまだ課題がある。 
先行研究 2) では AED の設置環境について高

層・地下に及ぶ建物内における階層の違い、建物

の開館時間の制約等のために突然の心停止発生

後に救助者が容易にAEDに到達できない可能性

が指摘され、また AED 内部波形情報を入手して

の解析においては、心電図波形解析時の胸骨圧迫

実施や傷病者への接触がみとめられ、必要な電気

ショックが実施されなかった事例の存在が報告

されて、AED 適切利用に向けた教育内容の改善

の必要性が示された。加えて、わが国における調

査報告では性差、年齢等により AED 使用率が低

下する障壁が存在することも報告されている。 
本研究では AED の設置環境をふまえて、高

層・地下に及ぶ建物、建物の開館時間等を考慮し

たうえで救助者がより迅速にAEDに到達できる

ような ICT を活用した仕組みの検討と構築、ま

た内部情報による市民のAED使用の実情を把握

するとともに、市民による BLS 実施を促す心肺

蘇生講習の改善についても検討を進める。あわせ

て事前登録救助者に対する心停止発生通知シス

テムの効果検証、AED 設置台数の継続的な把握、

メディカルコントロール体制におけるAED使用

事例の検証に関する課題の検討、小児・乳児にお

ける心停止事例の解析や BLS 教育手法の改善を

通じて、AED の有効活用と BLS のさらなる普及、

蘇生後の治療への連携に向けた提言をまとめる。 
 

A-1．AED の販売台数と設置台数の調査に関す

る研究 

AED は市民による救護活動において欠かすこ

とができない機器となっており、国内で AED が

何台販売され、何台設置されているかについての

データはわが国の救急医療体制の基本データと

して重要なものである。本研究は、AED の販売

台数の実数と設置台数を明らかにすることを目

的とした。 
 

A-2．市民救助者が使用した AED 内部情報（心

電図記録）の解析；AED 内部記録情報を通

じた市民救助者の AED 取り扱い状況 

AED の普及が進んでいるなかで、市民による

AED 使用の件数を対象とした研究報告は少なく

ないが、適切な心肺蘇生を行えているか、AED
を適切に使用できているかなど、救急蘇生現場に

おける市民救助者の行動の実態を対象とした質

的な課題に関わる体系的な研究は見当たらない。 
本分担研究では、市民救助者が院外心停止に対

する心肺蘇生処置において使用したAEDの内部

記録情報を解析することで、市民の AED 取り扱

い状況を明らかにし、AED の普及啓発ならびに

AED の改良に資する新たな情報を提供すること

を目的とした。 
 
 



 

 

A-3．事前登録救助者に対する心停止発生通知

システムの検討 

心停止現場付近にいる事前に登録されたボラ

ンティアのスマートフォンアプリ（以下アプリ）

へ心停止の発生情報と周辺の公共AEDの情報を

伝達することで、速やかに AED を現場に届ける

心停止発生通知システムの運用実績の解析によ

り、AED の使用促進に繋げるための課題につい

て検討すること。 
 

A-4．市民による BLS 実施の阻害因子、教育

手法との関連についての検討に関する研究 

市民向け心肺蘇生デジタルトレーニング教材

（救命コーチングアプリ Liv for ALL）に、AED
や胸骨圧迫の実施意欲を高めたり、これら実施へ

の障壁を軽減させたりするナッジ的なコンテン

ツを加える介入を行うことで、学習者のトレーニ

ング完了割合に与える影響を評価する。 
 

A-5．小児・乳児における心停止に関する研究 

AED は学校現場においても急速に設置が進み、

現在でほぼ全ての学校に設置されている。学校現

場での心停止発生は多くはないものの目撃者が

いることが多く、訓練されたバイスタンダーの存

在と学校内のAED設置により救命率は他の公共

施設での発生に比して高いが、教員に対する講習

や AED の管理・運用等課題も山積している。 
これらの年代におけるAED使用事例の個々の

検討から得られるフィードバックと登録症例の

全体像から言える改善の両面が必要であること

から、院外心停止の事例登録の推進を通じ、児童

生徒の院外心原性心停止の病因の解明、学校心電

図検診の精度の向上、致死性の不整脈性疾患の臨

床像の解明, 予測法, 治療法の確立につなげるこ

とを目的とした。令和 5 年度は心停止発生現場と

状況による差異に焦点をあてることとした。 
 

A-6．AED を含む医療機器全般に関する技術、

管理体制に関する情報収集 

AED は医薬品医療機器等法（薬機法）におけ

る分類は高度管理医療機器でクラスⅢに該当し、

人工透析装置や人工心肺装置と同じカテゴリで

人体へのリスクが比較的高い機器として分類さ

れている。適正な管理の指針として、疾病の診断、

治療に重大な影響を生じるおそれがあることか

ら、保守点検、修理その他の管理に専門的な知識

や技能が必要とされ特定保守管理医療機器とし

ての管理が必要になるが、市中における保守管理

が適切に実施されているか不明である。AED の

機器としての原理、構造、特徴をまとめ、保守管

理やその周知方法について検証し、AED の不具

合が起きる頻度を減少させる一助になることを

目的とした。 
 

B．研究方法 

B-1．AED の販売台数と設置台数の調査に関す

る研究 

AED の製造販売業者に対して以下の項目に関

するデータの提供を依頼し、得られたデータを取

りまとめた。 
（調査項目） 
① 本邦の AED 製造販売業者数 
② 年間（令和５年（2023）年１月～12 月）の

AED の販売（出荷）台数（実績ベース）、販

売先（医療機関、消防機関、およびそれ以外

の AED（PAD）別、都道府県別の販売台数 
③ AED の耐用期間（PAD に限る） 

わが国で販売されている AED 本体（2023
年中に販売されていたもの）を対象とした。 
なお、医療機器の「耐用期間」は、“医療機

器が適正な使用環境と維持管理の基に、適切

な取扱いで本来の用途に使用された場合、そ

の医療機器が設計仕様書に記された機能及

び性能を維持し、使用することができる標準

的な使用期限”と定義されている 。 



 

 

④ 廃棄登録台数（PAD に限る） 
これまでに廃棄登録された台数（更新を迎え

た AED などを同じ製造販売会社が新しい

AED で置き換えた場合や、AED の管理者か

ら廃棄したと報告があったもの等） 
 

B-2．市民救助者が使用した AED 内部情報（心

電図記録）の解析；AED 内部記録情報を通

じた市民救助者の AED 取り扱い状況 

1）バイスタンダーが使用した AED の心電図解

析から電気ショックまでの時間 

AED の製造販売を行う一部の業者より、2004
年から 2020 年までの間に病院外で使用された

AED の内部記録情報についてデータの提供を受

け、イベントログ（出来事履歴リスト）が記録さ

れていた事例を対象とした。 
イベントログにおける記録から心電図解析開

始時刻、心電図解析終了時刻、電気ショック実施

可能時刻（充電完了）、電気ショック実施時刻を

把握し、①心電図解析時間（心電図解析開始時刻

から心電図解析終了時刻）、②充電時間（心電図

解析終了時刻から電気ショック実施可能時刻）、

③電気ショック待機時間（電気ショック実施可能

時刻から電気ショック実施時刻）を定義した。 
救助者の介入の検証にあたって、心電図解析時

間における傷病者の身体の動きをAEDが検知し

た記録が含まれる件数を集計するとともに、充電

時間および電気ショック待機時間における胸壁

インピーダンス波形の変化・心電図波形に混入し

たアーチファクト・AED 内部記録情報解析ソフ

トが表示する胸骨圧迫の実施を示す記録から研

究者により救助者の介入の有無を判断し、その件

数を集計した。 
2）AED の電極パッド剥がれとその影響 

AED の製造販売を行う一部の業者より、2011
年から 2020年に心肺蘇生の現場でバイスタンダ

ー救助者によって使用されたAEDの内部記録情

報についてデータの提供を受け、電気ショックが

実施された事例を対象とした。AED 製造販売会

社が提供する内部記録情報解析ソフトを用いて

抽出した心電図波形、胸郭インピーダンス波形お

よびイベントログから、電極パッド剥がれについ

て①心電図波形と胸郭インピーダンス波形の同

時消失、②両波形基線の平坦破線化、③イベント

ログに剥がれと再貼付が「電極を接続」「患者接

続済み」と刻印されることで判断した。なお、最

初の貼付時、および使用終了時のごく短時間の剥

がれは意図的な操作の可能性が高いことから除

外した。 
 

B-3．事前登録救助者に対する心停止発生通知

システムの検討 

検討を行う「心停止発生通知システム」は 119
番通報を受信した通信指令員が心停止を疑った

際に、事前に登録された救命ボランティアのうち、

心停止現場から 1km 圏内にいる者に対して、心

停止の発生情報と周辺の公共AEDの情報を伝達

することで速やかにAEDを現場に届けることを

目指すシステムである。管理端末が通信指令台と

連携、またはシステム起動により心停止発生情報

の送信が行われ、専用のスマートフォンアプリに

おいて心停止発生情報の受信が行われ、心停止発

生情報を受信すると通知を表示するとともに、心

停止現場の位置、その時刻に使用可能な公共

AED、自分の現在位置、現在位置から心停止現

場までの経路がスマートフォンの画面上の地図

へ表示されるものであり、愛知県尾張旭市（人

口：83,904 人、面積：21.03km2）、千葉県柏市

（人口：430,032 人、面積：114.74km2）および、

令和 5 年度より新たに奈良県奈良市（面積 276.9 
km2、人口 348,085 人）を加えて継続的に実証実

験を進めている。 
測定項目としては救急蘇生統計より市民によ

る心肺蘇生実施の有無、システムの利用状況に関

する調査として、各地域での登録ボランティア数

とともに、システム起動対象となる適応症例数、



 

 

ボランティアのシステムへの反応状況、心停止現

場での情報、管理システムに記録される GPS 情

報（尾張旭のみ）を調査した。 
 

B-4．市民による BLS 実施の阻害因子、教育

手法との関連についての検討に関する研究 

救命処置をオンラインで学習するウェブアプ

リ Liv for ALL（日本 AED 財団）を用いて実施

するトレーニングにおいて、教育コンテンツに含

まれるメッセージビデオにおいてナッジ的なコ

ンテンツを追加する介入を行い、その前後を比較

して、トレーニング完了割合等の項目で比較を行

うことを計画している。 
介入として追加するコンテンツにおいては、先

行研究で明らかとなった市民の救命行動を妨げ

ている心理的障壁に関する研究成果（倒れている

人へ近づくことへの恐怖、救命行動を実施してよ

いかわからなかったこと、講習を受けたとしても

男性は責任を問われる可能性を、女性は手技への

不安を抱えていること等）をふまえて検討する予

定である。 
 

B-5．小児・乳児における心停止に関する研究 

児童生徒の院外心原性心停止登録研究におい

ては全国の日本小児循環器学会小児循環器専門

医修練施設・修練施設群内修練施設を対象にして、

WEB登録システムによりアンケート調査を行っ

た。 
対象期間は 2017 年 1 月 1 日から 2021 年 12

月 31 日、調査内容は①基本情報（都道府県、性

別、年齢、学年）、②イベント情報（年月、時間、

場所（学校内の場所）、発症状況（運動との関連）、

③発症状況（目撃者の有無、心肺蘇生者、AED
使用の有無、使用者、発症から AED 使用までの

時間、AED 使用回数）、④予後（自己心拍再開の

有無、時期、生命予後（１ヶ月生存）、２次予防

の治療、１ヶ月時の神経学的予後）、⑤疾患情報

（最終診断名、診断方法、既往歴、家族歴、前兆、

学校心臓検診での異常の指摘の有無、学校での管

理区分、過去の学校心電図の検討の有無、内容）

である。 
 

B-6．AED を含む医療機器全般に関する技術、

管理体制に関する情報収集 

AED 本体と構成される電極パッドについて原

理・構造、操作方法、日常の保守点検について以

下の 4 項目について調査を行い AEDの不具合が

起きる要因について検証した。 
・AED の原理、構成、特徴について 
・電極パッドの構造、原理について 
・添付文書における重要事項や保守点検 
・関係機関から通達された AED の保守点検 
 

C．研究結果 

C-1．AED の販売台数と設置台数の調査に関す

る研究 

2004 年 7 月から 2023 年 12 月までに、わが国

において 1,625,879 台の AED が販売され、市中

に設置された PAD が 84.5％（1,373,798 台）を

占めた。2023 年の AED の新規販売台数のうち

PAD は 100,794 台であった。 
AED の製造販売業者数については 2023 年 1

月現在 7 社であり、同年中に新たな業者の参入は

なかった。2023 年中において各社より販売され

ているAEDの耐用期間は 6〜10.5 年で、平均 7.9
年（単純平均）、最頻値 8 年であった。 
各製造販売業者が把握している PAD の廃棄台

数のこれまでの累計は 357,758 台で、この一年

の新規の廃棄台数の登録は 50,233 台と前年の

35,587 台から大きく増加した。この廃棄台数を、

上記の PAD の累計販売台数から差し引くと

1,016,040 台となり、登録上はこの台数の PAD
が市中に設置されていることになる。一方で、過

去に販売された AED のうち、2015 年以前の販

売である 602,382 台は耐用期間を過ぎてすべて



 

 

廃棄登録の対象になっているはずであるとする

と、廃棄された AED が把握されている割合（捕

捉率）は 59.4%と算出される。 
また販売されて破棄されるまでの平均期間を

７年とし、2016 年までに販売された AED がす

べて廃棄され、2017～23 年の 7 年間に販売され

た耐用年数内のものがすべて設置されていると

仮定すると、設置台数はおよそ 69.0 万台と推定

できる。 
 

C-2．市民救助者が使用した AED 内部情報（心

電図記録）の解析；AED 内部記録情報を通

じた市民救助者の AED 取り扱い状況 

1）バイスタンダーが使用した AED の心電図解

析から電気ショックまでの時間 

対象の 1,008 事例のうち AED 内部記録情報か

ら電気ショックが実施されたと判断されたもの

は 597 事例あり、イベントログに記録されてい

た 1,004 件の電気ショックについて解析した。 
心電図解析開始から電気ショック実施までの

中央値（四分位範囲）は 21.0(19.0-25.0)秒で、最

小値は 12.0 秒、最大値は 69.0 秒であった。心電

図解析時間の中央値（四分位範囲）は 6.0(5.0-9.0)
秒で、最小値は 5.0 秒、最大値は 41.0 秒あった。

心電図解析時間に救助者の介入が記録されたの

は 185 件（18.4％）であった。 
充電時間の中央値（四分位範囲）は 7.0(6.0-7.0)

秒で、最小値は 4.0 秒、最大値は 16.0 秒であっ

た。 
電気ショック待機時間の中央値（四分位範囲）

は 7.0(6.0-8.0)秒で、最小値は 0.0 秒、最大値は

16.0 秒あった。充電完了と同時に電気ショック

が実施されたものは 17 件（1.7％）であった。充

電完了と同時に電気ショックを実施した 17 件を

除外した 987 件の電気ショック待機時間におけ

る救助者の介入については、救助者の介入がなか

ったものが 629 件（63.7%）、胸骨圧迫がされて

いたものが 60 件（6.1％）、胸骨圧迫以外の救助

者の介入があると判断されたものが 137 件

（13.9%）および AED の内部記録情報のメモリ

不足により心電図記録がないものおよび胸壁イ

ンピーダンス記録が断続して判読ができないも

のが 161 件（16.3％）であった。 
2）AED の電極パッド剥がれとその影響 

対象となる 230 事例のうち、記録が解析でき

ないものを除いた 225 事例について解析した。 
電極パッドの剥がれ事象は 12 事例（6.7%）に

認められ、延べ 20 回生じていた。剥がれ事象の

回数は 1 回が５事例、2 回が６事例、3 回が１事

例であった。 
最初に電極パッドを貼付して、パッド剥がれが

生じるまでの時間は、4秒〜12分 33 秒であった。

パッド剥がれが持続した時間は 3 秒〜205 秒で

あった。 
電極パッド剥がれがAEDの動作シークエンス

に影響を及ぼしたのは７事象あり、パッド剥がれ

のために内部放電とショックボタン解除となっ

たものが１回、心電図解析遅延が１回、心電図解

析の妨害が３回起きた。さらに剥がれた状態が約

200 秒間持続した２事例では AED 動作シークエ

ンスが遅延した。 
 

C-3．事前登録救助者に対する心停止発生通知

システムの検討 

尾張旭市では、令和 5 年 4 月から令和 6 年 3
月までに 40 件システムの起動があり、29 件でボ

ランティアが行動した。救急車よりも早くボラン

ティアが現場に到着した事例やAEDが活用され

た事例はなかったが、ボランティアが AED を取

得した事例を 4 件、ボランティアが現場に到着し

た事例も 4 件認めた。ボランティア数は 477 名

に増加した。 
柏市においては各所における地域に根ざした

積極的なボランティアの募集施策によりボラン

ティア数は 2,256 名となるとともに、行動経験の

あるボランティアからの意見聴取を行いシステ



 

 

ムの改善を実施した。令和 5 年 4 月から令和 6
年 3 月までに 43 件 AED 運搬システムの起動が

あり、10 件で登録ボランティアが実際に行動に

移した。登録ボランティアが救急車よりも早く到

着した事例はなかったが、AED を取得事例が 1
件、現場にボランティアが到着した事例が 4 件あ

った。 
奈良市では令和 5 年 9月に AED 運搬システム

が新規導入された。令和 6 年 3 月時点で 190 名

のボランティアが登録され、システムの適応事例

は 47 件あったが、システムが起動した事例は 11
件で、ボランティアが行動を起こした事例はなか

った。 
 

C-4．市民による BLS 実施の阻害因子、教育

手法との関連についての検討に関する研究 

令和 6（2024）年度の研究実施に向け、研究計

画の作成と倫理審査、介入として追加するコンテ

ンツの検討等の準備を進めている。 
 

C-5．小児・乳児における心停止に関する研究 

児童生徒の院外心原性心停止登録では 24 例が

登録され、年齢中央値 11 歳、男児 78%。目撃あ

る心停止が 96%、その全例でバイスタンダー

CPR が施行され、バイスタンダーAED が 84％
に施行、神経学的予後良好例が 75％であった。

学校管理下での発生 12 例について、6 例がフォ

ロー歴なし、10 例が運動中で、11 例でバイスタ

ンダーAED が施行され、11 例が１ヶ月 mPCPC 
1 であった。非管理下での発生 12 例について、7
例がフォロー歴なし、８例が自宅、安静時の発症

で、半数の６例が１ヶ月 mPCPC 3-5 であった。 
 

C-6．AED を含む医療機器全般に関する技術、

管理体制に関する情報収集 

AED は電源投入時にセルフチェック機能が働

き、バッテリ残量、電子回路点検、充放電テスト

等に不備があるとアラームやインジケータで通

知される。記憶部にはメモリ機能として、心電図

波形、イベント情報等が保存される。耐用年数は

使用環境や使用回数に応じて製造販売会社が設

定し、耐用年数が超過した機種は廃棄や更新など

の対応が必要になる。 
操作については電源投入方式（ボタン押下式／

スイッチスライド式）や電極パッドの格納、取り

出し方、未就学児モードの場合の切り替え方法等

の違いがあり、手動操作回数の違いがある。オー

トショックAEDは電源投入と除細動パッド貼付

のみで手動操作が最も少なかった。 
AED における保守点検の周知については、厚

生労働省やAED関連機関からこれまでにいくつ

かの重要な通達が発出されている。平成 26
（2014）年に「寒冷な環境下における自動体外

式静細動器（AED）の適切な管理等について」

に基づき、AED 設置管理者・購入者に対して、

消耗品（バッテリー、電極パッド）の適切な管理

と「製品毎における動作保証条件」「外気温が氷

点下の寒冷化や極端な高温化では正常に動作し

ない」ことが通知された。令和 3（2021）年には、

平成 26 年に通達された動作保証条件に関して

AED を屋外に設置する場合について、温度管理、

風雨や紫外線対策、収納ボックスの適切な選択等

の詳細な周知がなされており、AED を屋外設置

するときには設置環境に応じた収納ボックスの

選択が必要である。 
 

D．考察 

D-1．AED の販売台数と設置台数の調査に関す

る研究 

PAD の年間の販売台数について 2023 年は

2021 年に次ぐ過去 2 番目に多い数値であるもの

の、右肩上がりの傾向はみられなくなっている。

2017 年以降、毎年約 10 万台の設置が続いており、

AED の耐用年数が 7～8 年であることを考慮す

ると、現在の販売の中心は設置済み AED の更新

需要であると考えられる。 



 

 

本調査で示した年間販売台数は、AED の製造

販売業者各社からの一次情報に基づいたもので

あるが、実際に日本各所に置かれている AED の

設置台数について直接集計した統計はわが国に

は存在しない。本調査では、累計販売台数と廃棄

登録台数の差からみた推測と、耐用年数からみた

推測を行ったが、現実の設置台数と一致するもの

ではない。PAD としての AED 設置台数の把握に

はリアルタイムでの正確な情報が必要であるが、

現在、複数の製造販売業者において通信機器の内

蔵された AED の販売が進み、オンラインで AED
稼働状況を常時管理する仕組みの構築が進展す

ることで、全国における PAD の設置状況の把握

が可能になるかもしれない。 
日本救急医療財団が運営する全国AEDマップ

における登録台数の推移では、登録後 8 年以上経

過した機器が全体の過半数を大幅に超える状況

となっている。機器の耐用年数を考慮すると、こ

れらのAEDの多くは適切に使用できない状態に

あると推定される。通信機能を搭載した AED の

普及などによりこの点も改善が期待できる。 
先行研究より繰り返し指摘されているように、

AED は「医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律」に規定する高度

管理医療機器及び特定保守管理医療機器に指定

されており、製造販売業者は厚生労働省より

「AED の設置者の全体の把握に努め、円滑な情

報提供が可能となるよう設置者の情報を適切に

管理する」ことを求められているため AED の廃

棄状況について正確な数の把握が期待されてい

るが、廃棄状況の捕捉割合は近年の増加後、一時

的な低下を経て回復傾向にある。AED 使用時の

バッテリー切れ事例が相次いだこと 5) を背景に

厚生労働省はAEDの適切な管理等の実施を求め

ているが、製造販売業者の共同事業により AED
の廃棄を一括、集約することで廃棄状況の確実な

捕捉・把握が可能となる取り組みも進められてお

り、今後の進展が期待される。 
 

D-2．市民救助者が使用した AED 内部情報（心

電図記録）の解析；AED 内部記録情報を通

じた市民救助者の AED 取り扱い状況 

1）バイスタンダーが使用した AED の心電図解

析から電気ショックまでの時間 

心電図解析時間について、救助者の介入に起因

する心電図波形のアーチファクトによって

18.4％(185/1,004 件)で延長がみられた。救助者

が心電図解析中に介入をした理由については不

明であるが、これが明らかになれば心電図解析時

間が延長は大幅に改善することが期待できる。 
充電時間について、10 秒を超えたいくつかの

事例では、心電図記録にバッテリー容量の低下や

バッテリーを交換することを促すメッセージが

記載されていた。海外の報告では AED の異常動

作事例にはバッテリーが原因によるものが含ま

れるとされ、その防止のためには日常の点検が重

要である。 
電気ショック待機時間の中央値は 7 秒であり、

AED の充電完了と同時に電気ショックが実施さ

れたものは 1.7％(17/1,004 件)であった。AED の

音声メッセージを聞いて指示に従いショックボ

タンを押下する操作の間に何らかの躊躇や、音声

メッセージ、ショックボタンの認識の遅れが生じ

ていたことが示唆されるものの本解析結果から

はその原因については推測の域を出ない。 
今後に向けて、音声記録や操作記録などの保存

と、指導法や機器の改善への提言が可能となるよ

う、研究者による情報利用の環境整備が期待され

る。 
2）AED の電極パッド剥がれとその影響 

AED 操作中に電極パッド剥がれが生じた場合、

剥がれが長時間となったり、心電図解析に重なっ

た場合には解析がいったん中止され、電気ショッ

ク実施の遅延に至ることが明らかとなった。 
電極パッド剥がれの発生機序については本調

査結果からは明らかにできないが、パッド貼付時

に皮膚への圧着が不十分であったところに、外力

が加わって剥がれた機序が最も考えやすい。また



 

 

剥がれから長時間経過しても再貼付がされなか

った事例があり、電極パッド剥がれについての機

器からのメッセージが認識されなかった可能性

が考えられる。 
 

D-3．事前登録救助者に対する心停止発生通知

システムの検討 

尾張旭市・柏市においてシステムの運用が継続

され、新規に奈良市における運用が開始されたが、

未だ救命事例は得られていない。登録のみならず

積極的に活動してくれるアクティブな登録ボラ

ンティアを増やすための仕組みの構築を目指す。 
 

D-4．市民による BLS 実施の阻害因子、教育

手法との関連についての検討に関する研究 

追加するナッジ的コンテンツがデジタル教材

の学習完了割合に与える影響を明らかにし、市民

への効果的な教育方法の開発に貢献することを

目指している。 
 

D-5．小児・乳児における心停止に関する研究 

AED の普及に伴い, 学校管理下で発症した心

停止に対しては全例でバイスタンダーにより

AED が実施され、非管理下にあっても AED の

使用率はかなり高くなった。学校心臓検診で抽出

されたハイリスク群に対する心肺蘇生法の指導

の結果である可能性がある。 
一方でフォロー歴がないものについては全体

の 3 分の 2 を占め、QT 延長症候群、カテコラミ

ン誘発性多型性心室頻拍、冠動脈奇形、肥大型心

筋症などであり、このうち安静時心電図での診断

が困難な例は 50％であった。 
 

D-6．AED を含む医療機器全般に関する技術、

管理体制に関する情報収集 

AED の設置台数の増加に伴い、点検の不備や

不具合、操作方法の間違いに関する報告が散見さ

れ、その都度、厚生労働省や関係機関によりいく

つかの周知がされている。近年では、非医療従事

者が扱う医療機器で社会インフラとして認識さ

れていることから製造販売業者、関係団体により

様々な媒体で広く発信されており、これを継続す

るとともにわかりやすい情報伝達が期待される。 
AED の適切な管理としては、設置者において

点検担当者を配置し、インジケータ確認等の日常

点検、消耗品交換時期のラベル等での表示や、施

設等においては設備の巡回点検の際にAEDの日

常点検も組み込むことによる確実な点検実施が

有用と考えられる。 
AED は電気機器であり精密機器でもあるため、

動作保証条件が添付文書に示されており、屋外に

設置する場合には、温度管理、風雨や紫外線対策

のため適切な収納ボックスを選択し収納するこ

とも重要である。 
 

E．結論 

AED の普及状況に係わる調査としては、先行

の厚生労働科学研究に引き続いて全国での AED
の販売台数についての調査を継続している。わが

国において令和 5 年 12 月現在で、これまでの販

売台数はおよそ 163 万台となり、うち市中に設

置された PAD が 84％（約 137 万台）を占めた。

1 年ごとの新規販売台数では PAD について 10
万台余であった。本調査は年間や累計の AED の

販売（出荷）台数の調査であり、設置台数とは異

なる。設置台数の把握はわが国ではなされておら

ず、販売台数と機器の耐用期間からの推定により

約 69.0 万台と計算されるが、あくまで推計値で

あり実際の設置情報が反映されているものでは

ない。AED は薬事法に規定する高度管理医療機

器及び特定保守管理医療機器に指定されている

なか、廃棄や設置状況の把握に関してはこれまで

も課題が指摘されており、AED の位置情報を収

集掲載するAEDマップの取り組みでも登録台数



 

 

の推移において全体の過半数が耐用年数を超え

たAEDの登録になっているなど有効活用に向け

た問題もあるが、通信機能を搭載した AED の普

及などによりオンラインでの稼働状況の常時管

理や廃棄状況の把握など、一層の進展が期待され

る。 
製造販売を行う一部の業者より提供を受けた

AED の内部情報の解析から、市民救助者の AED
使用状況についての把握を試みた研究では、心電

図解析開始から終了までの時間のの延長が救助

者の介入に起因する心電図波形のアーチファク

トによって対象事例の 18.4％で認められ、また

電気ショックが可能になる（AED の充電完了）

と同時に電気ショックが行われたのは 1.7％で、

他は遅延がみられ、電気ショック実施までの待機

時間の中央値は 7 秒であった。 
こうした遅延の状況を含め、市民救助者の行動

の実態をより的確に把握するためには、内部情報

として心電図波形のみならず音声情報なども解

析や検証に活用できると有用であると考えられ

る。内部情報の収集と解析・検証を体系的に行え

る仕組みの構築を進展させ継続的に実施するこ

とにより、AED の普及啓発ならびに AED 機器

の改良の方向性の示唆につながるものと考えら

れる。 
事前登録救助者に対する心停止発生通知シス

テムの検討では、モデル地域を新たに追加して運

用を継続しており、救命事例には至っていないも

のの AED を持参、現場に到着した事例は得られ

ている。ボランティア登録者の増加とともに、参

加状況をよりアクティブなものにするための施

策が求められる。 
市民による BLS 実施の阻害因子、教育手法と

の関連についての検討に関する研究においては、

救命処置のオンライン学習ウェブアプリにおけ

るビデオ教材において、ナッジ的なコンテンツと

して先行研究で明らかとなった市民の救命行動

を妨げている心理的障壁に関する研究成果をふ

まえたコンテンツを追加し、その前後で教育効果

を比較する研究の準備を進めている。 
小児・乳児における心停止に関する研究では、

小中学生、高校生の心停止例登録を継続しており、

登録症例 24 例のうち学校での発生 12 例は全例

にバイスタンダーCPR、AED があり神経学的予

後良好であったことに加え、非管理下での発生

12 例についても AED の使用率は高くなってい

た。フォローアップされていなかった症例が全体

の 3 分の 2 あり、高リスク群を完全に把握する

ことは困難であるが、発生状況、場所、現場での

対応を含めた詳細な解析によって救命率の一層

の向上が期待できる。 
AED を含む医療機器全般に関する技術、管理

体制に関する情報収集としては、AED 本体や電

極パッドの原理や構成、および保守点検に関する

行政・関係機関から通達や具体的な手法について

現況のとりまとめを行った。とくに保守点検につ

いて、高度医療機器、精密機器として日常的な点

検や消耗品管理についてさらなる啓発の継続が

重要と考えられた。 
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